
近年、日系企業からの相談でとりわけ増えてきているものに会社清算や縮小に係る法的問題があります。
中国の場合、法律通りに事を進めてもトラブルに発展する事例も少なくない状況です。中国の法律・ビジネススタイル・
思考・文化に精通し、数多くの事例に対応してきた専門家が、事例をひもときながら対策のポイントを解説いたします。

※日本語による講演となります。

中国製造業購買担当者景気指数（PMI）は、５０を下回り８ヶ月連続低水準にて推移しております。
中国の景気減速が明確になっている今、中国事業からの撤退を視野に事業再編を検討されている日系企業が多く

なってきています。このセミナーでは、撤退や事業再編に係る専門家や日系企業の専門家をお招きし開催致します。

■講師： 開澤法律事務所　パートナー弁護士　王 穏  氏

＜プログラム＞
１．事業再編（撤退・移転・縮小）に係る法的手順と行政対応（労務問題中心）
２．事業再編（撤退・移転・縮小）に伴う潜在リスク
３．実例による対応方法

日時：2016年 1月13日（水）
　　　　　　　15：00～17：00
会場：りそな銀行　東京中央支店　会議室

東京都中央区日本橋3-6-2　日本橋フロント2F
最寄り駅：東京メトロ東西線・銀座線日本橋駅

※1社につき2名様までご参加いただけます。
※お申込方法は裏面をご覧ください。

参加費無料
40名様限定

【第一部】
中国事業からの事業再編に伴うリスク

中国事業の再編で重要課題となるのが「労務問題」。加えて猶予期間終了が目前に迫る「労務派遣暫定規定」の施行。
これら企業が抱える課題を政府と連動し、対応できる新たな施策に「労務承攬（人力資源外包）」があります。
中国にて事業再編（撤退・移転・縮小）への対応で導入している事例を実際の導入担当者が解説いたします。

■講師： 北京中基衆合国際技術服務有限公司　副総経理　朝日 智  氏

＜プログラム＞
１．労務承攬について
２．中国事業再編（移転・撤退・縮小）に向けた雇用リスク低減
３．実例による対応方法

【第二部】
中国事業再編の新たなモデル「労務承攬」の活用

中国事業 再編支援セミナー
～撤退 / 移転 / 縮小に伴う労務リスクの回避～



＊セミナーのご案内メールをお送りしております。（原則月１～２回程度）
　ご案内メールをご希望の方は上記にアドレスをご記入ください。
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講  師

このままFAXでお送りください

【第二部】【第一部】

りそな総研の会員様は、ホームページより簡単にお申込みいただけます。是非ご利用ください！
お申込みは右記から▶http://www.rri.co.jp/seminar/tokyo.html

個人情報の取扱いに関して
「私は上記利用目的を確認、同意の上、申込みをします」

※りそな銀行、りそな総合研究所および講師と同業の方は、参加をお断りする場合がございます。
※定員を超えた場合は、当社よりお電話でご連絡いたします。

貴社名 会員・一般

役職・氏名

E-Mail
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会員
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番号

取纏め
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所在地

TEL FAX 支店

参加者

氏名

ふりがな（　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　）（　　    　）

氏名
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〒
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※本申込書に記載された個人情報は、本セミナーの運営、りそな銀行・りそな総合研究所からの各種セミナーのご案内・各種ご提案などに利用させて頂きます。
なお、利用目的の全文など各社の個人情報の取扱いは、下記の各社ホームページをご覧ください。

◦りそな銀行ホームページ（http://www.resona-gr.co.jp/resonabank/util/kojin_jouhou.html）
◦りそな総合研究所ホームページ（http://www.rri.co.jp/kojin/index.html）
◦日本マニュファクチャリングサービスホームページ（ http://www.n-ms.co.jp/privacypolicy.html）

【FAX（03）3699-6629･6729りそな総合研究所行】

お問合せ・お申込み先
りそな総合研究所　会員・研修事業部（谷本・小林）　■TEL：03-5653-3735

入力　　　　　／ 発送　　　　　／

日本マニュファクチャリングサービス株式会社 (nms) の中国現地法人
である北京中基衆合国際技術服務有限公司。製造業のお客様に、
設計・開発から製造、物流、修理まで、モノづくりに関わる全ての工程
において、ワンストップにてモノづくりサービスと人材サービスを提供して
いる。nms は日本国内のみならず、中国、ASEAN 各国においても事業
を展開。中国においては、2010年12月に外資初となる労働派遣免許
を取得し人材サービスを展開中。北京政府直轄機関が参加して取り
組むプロジェクト「承攬（製造請負）研究プロジェクト」に日系企業として
唯一メンバーとして参加。朝日氏はnms のプロジェクト責任者として
このプロジェクトに取り組んでいる。

1991年に日本留学、東京大学法学部、一橋大学院法学研究科を
経て、1995年在学中に取得した中国弁護士資格を以て1999年より
弁護士業務に従事。2004 年、日本企業で経験を積んだパートナーと
共に上海にて開澤法律事務所を立ち上げる。同事務所は、日系企業
を中心に、中国での経営アドバイス(人事労務、債権問題、許認可関連、
知的財産等 )、M&A・事業再編・清算・企業投資関連、調査や法的
分析、仲裁・裁判における業務などを手掛けている。また、日本独立
行政法人中小企業基盤整備機構「国際化支援アドバイザー」、財団
法人海外技術者研修協会 (AOTS)「海外顧問 GIFU 海外市場開拓
支援アドバイザー」も務める。

北京中基衆合国際技術服務有限公司
副総経理　朝日 智  氏

開澤法律事務所
パートナー弁護士　王穏  氏


